
(電子提供措置事項のうち法令及び定款に基づく書面交付請求による交付書面に記載しない事項 )

第35期定時株主総会招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、連結計算書類の連結株
主資本等変動計算書、連結注記表及び計算書類の株主資本等変動計算書、個別注記表に
つきましては、法令及び当社定款の規定に基づき、書面交付請求をいただいた株主様に
対して交付する書面には記載しておりません。
なお、本株主総会におきましては、書面交付請求の有無にかかわらず、株主の皆様に電
子提供措置事項から上記事項を除いたものを記載した書面を一律でお送りいたします。

株　主　各　位

第35期定時株主総会資料

連結株主資本等変動計算書
連結注記表

株主資本等変動計算書
個別注記表

（2025年４月１日から2026年３月31日まで）

株式会社ＳＩＧグループ



(2025年４月 １日から
2026年３月31日まで)

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

当連結会計年度期首残高 507,950 368,904 1,722,145 △155,604 2,443,396

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額

新 株 の 発 行 423 423 847

剰 余 金 の 配 当 △153,905 △153,905

親会社株主に帰属する当期純利益 482,345 482,345

自 己 株 式 の 処 分 3,808 23,209 27,017

株主資本以外の項目の当連結
会 計 年 度 変 動 額 ( 純 額 ) －

当連結会計年度変動額合計 423 4,231 328,439 23,209 356,304

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 508,374 373,136 2,050,585 △132,395 2,799,701

その他の包括利益累計額
純 資 産 合 計

退 職 給 付 に 係 る 調 整 累 計 額 そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額 合 計

当連結会計年度期首残高 7,918 7,918 2,451,315

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額

新 株 の 発 行 － 847

剰 余 金 の 配 当 － △153,905

親会社株主に帰属する当期純利益 － 482,345

自 己 株 式 の 処 分 － 27,017

株主資本以外の項目の当連結
会 計 年 度 変 動 額 ( 純 額 ) 4,221 4,221 4,221

当連結会計年度変動額合計 4,221 4,221 360,525

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 12,140 12,140 2,811,841

連結株主資本等変動計算書

（単位：千円）

（注）金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
⑴　連結の範囲に関する事項
連結子会社の数 ４社
連結子会社の名称 株式会社ＳＩＧ

株式会社アクト・インフォメーション・サービス
ユー・アイ・ソリューションズ株式会社
株式会社エイ・クリエイション

⑵　持分法の適用に関する事項
持分法適用の関連会社数 －社

⑶　連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうち、株式会社アクト・インフォメーション・サービス、ユー・アイ・ソリューションズ株
式会社及び株式会社エイ・クリエイションの決算日は12月31日であります。連結計算書類の作成にあたっ
ては、同日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に発生した連結子会社間の重要な取引については連
結上必要な調整を行っております。その他の連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

⑷　会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法
イ．有価証券

その他有価証券
市場価格のない株式等　　　　移動平均法による原価法を採用しております。

なお、投資事業有限責任組合への出資（金融商品取引法第２条第
２項により有価証券とみなされるもの）については、組合契約に
規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎と
し、持分相当額を純額で取り込む方法によっております。
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ロ．棚卸資産
商品　　　　　　　　　　　　　移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による

簿価切下げの方法により算定）を採用しております。
仕掛品　　　　　　　　　　　　個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価

切下げの方法により算定）を採用しております。

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。ただし、2016年４月１日以降に取
得した建物附属設備については定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物及び構築物　　　　３～18年
工具、器具及び備品　　３～15年

ロ．無形固定資産（リース資産を除く）
自社利用ソフトウエア　　　　　利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。
市場販売目的のソフトウエア　　見込販売期間（３年）における見込販売数量に基づく償却額と販

売可能な残存有効期間に基づく均等配分額を比較し、いずれか大
きい額を計上しております。

ハ．リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法を採用
しております。

③　重要な引当金の計上基準
イ．賞与引当金　　　　　　　　　　　従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当連結会

計年度に負担すべき額を計上しております。
ロ．役員賞与引当金　　　　　　　　　役員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当連結会計

年度に負担すべき額を計上しております。
ハ．株主優待引当金　　　　　　　　　将来の株主優待制度の利用に備えるため、当連結会計年度末にお

ける株主優待制度の利用見込額を計上しております。
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④　退職給付に係る会計処理の方法
イ．退職給付見込額の期間帰属方法　　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度

末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によ
っております。

ロ．数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存
勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法により費用処理
しております。
数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における
従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額
法により按分した額を、それぞれの発生の翌連結会計年度から費
用処理しております。

⑤　収益及び費用の計上基準
当社グループの顧客との契約から生じる収益に関する主な履行義務内容及び当該履行義務を充足する通
常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。
なお、取引の対価は履行義務を充足してから概ね一年以内に受領しており、重要な金融要素は含まれて
おりません。
イ．一定の期間にわたり認識する収益　一定の期間にわたり認識する収益は、主にシステム開発、インフ

ラ・セキュリティサービスの提供、保守業務等によるものであり
ます。
システム開発業務については、期間がごく短い案件を除き、履行
義務の充足に係る進捗度を見積り、当該進捗度に基づき収益を一
定の期間にわたり認識しております。保守業務等については、契
約期間に基づき収益を一定の期間にわたり認識しております。
なお、履行義務の充足に係る進捗度の見積りの方法は、契約ごと
の見積総原価に対する発生原価の割合（インプット法）で算出し
ております。

ロ．一時点で認識する収益　　　　　　一時点で認識する収益は、システム開発業務等の期間がごく短い
案件のほか、ライセンス等の販売によるものであります。
ライセンス等の販売については、顧客が製品を検収した時点で資
産の支配が顧客に移転することから、当該履行義務は一時点で充
足されるため、当該時点で収益を認識しております。
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⑥　のれんの償却方法及び償却期間
のれんの償却については、７～10年間の定額法により償却を行っております。

⑦　その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
イ．繰延資産の処理方法　　　　　　　株式交付費は、支出時に全額費用として処理しております。
ロ．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算
し、換算差額は損益として処理しております。

２．会計上の見積りに関する注記
会計上の見積りは、連結計算書類作成時に入手可能な情報に基づいて合理的な金額を算出しております。当
連結会計年度の連結計算書類に計上した金額が会計上の見積りによるもののうち、翌連結会計年度の連結計算
書類に重要な影響を及ぼすリスクがある項目は以下のとおりであります。

⑴　履行義務の充足に係る進捗度に基づき収益を認識する方法における原価総額の見積り
①　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
履行義務の充足に係る進捗度に基づき一定の期間にわたり収益を認識した売上高　　　505,678千円

②　会計上の見積りの内容について連結計算書類利用者の理解に資するその他の情報
当連結会計年度末までの請負契約等については、履行義務の充足に係る進捗度に基づき一定の期間にわ
たり収益を計上しております。適用にあたっては、収益総額、原価総額及び連結会計年度末における進捗
度を合理的に見積り、当該進捗度に基づき一定の期間にわたり収益を認識しております。
このうち、原価総額の見積りは、実行予算作成時に１件当たりの請負金額が多額になる案件や、技術的
難易度が高い案件等に対しては、不確実性を考慮して作業完了までに必要となる原価を見積り、また開発
着手後は、追加開発を含め状況の変化に応じて見直しを行っております。
しかし、想定していなかった原価の発生等により、進捗度が変動した場合には、翌連結会計年度以降の

連結計算書類において重要な影響を与える可能性があります。
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⑵　繰延税金資産の回収可能性
①　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
繰延税金資産　　　　305,200千円

②　会計上の見積りの内容について連結計算書類利用者の理解に資するその他の情報
当社グループは、税務上の繰越欠損金及び将来減算一時差異に対して、将来の収益力に基づく課税所得

及びタックス・プランニングに基づき、繰延税金資産を計上しております。ただし、繰延税金資産の回収
可能性に不確実性がある場合は、評価性引当額の計上を行い、将来実現する可能性が高いと考えられる金
額を繰延税金資産として計上しております。課税所得の見積りは、将来の事業計画を基礎としておりま
す。
当該見積りは、将来の不確実な経済状況の変動などによって影響を受ける可能性があり、実際に発生し
た課税所得の時期及び金額が見積りと異なった場合、翌連結会計年度の連結計算書類において、繰延税金
資産の金額に重要な影響を与える可能性があります。

⑶　固定資産の減損
①　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
有形固定資産　　　　　155,375千円
無形固定資産　　　　　871,581千円

②　会計上の見積りの内容について連結計算書類利用者の理解に資するその他の情報
当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として、会社単位を基本として資産のグルー
ピングを行っております。
期末日ごとに減損の兆候の有無を判定し、減損の兆候があると認められる場合には、資産グループから

得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額と帳簿価額を比較することによって、減損損失の認識の要
否を判定します。判定の結果、減損損失の認識が必要と判定された場合、帳簿価額を回収可能価額まで減
額し、帳簿価額の減少額は減損損失として認識されます。
将来キャッシュ・フローは、次年度以降の事業計画を基礎としております。また、当該事業計画には、
将来の需要動向や売上予測等の見積りが含まれており、将来の不確実な経済状況の変動等により見直しが
必要となった場合、将来キャッシュ・フローの見積りに重要な影響を及ぼす可能性があります。
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当座貸越極度額及び 1,000,000千円貸出コミットメントラインの総額
借入実行残高 300,000千円

700,000千円

普通株式 5,941,140株

決 議 株式の種類 配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日

2025年５月19日
取 締 役 会 普通株式 73,834 13 2025年３月31日 2025年６月30日

2025年11月13日
取 締 役 会 普通株式 80,070 14 2025年９月30日 2025年11月28日

決 議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日

2026年５月20日
取 締 役 会 普通株式 利益剰余金 85,876 15 2026年３月31日 2026年６月29日

普通株式 31,560株

３．連結貸借対照表に関する注記
貸出コミットメントライン契約
当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行３行と当座貸越契約及び貸出コミットメントライン

契約を締結しております。当連結会計年度末におけるこれらの契約に基づく借入未実行残高は次のとおりで
あります。

４．連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

⑵　剰余金の配当に関する事項
①　配当金支払額等

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの

⑶　当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的
となる株式の種類及び数
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５．金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項
①　金融商品に対する取組方針
当社グループは、システム開発及びインフラ・セキュリティサービス事業を行うために必要な運転資金

については主に銀行借入れにより調達しております。一時的な余剰資金は主に短期的な預金等で運用して
おります。デリバティブに関する取引は行っておりません。

②　金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である売掛金については、顧客の信用リスクに晒されております。
投資有価証券は主に、協業会社との関係強化を目的としたものであり、出資先の信用リスクに晒されて
おります。
営業債務である買掛金は、そのほとんどが１か月以内の支払期日であります。
借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金は主に株式取得に係る資
金調達を目的としたものであります。また、長期借入金の返済期日は最長で決算日後９年であります。ま
た、当該借入の一部は変動金利であるため金利の変動リスクに晒されております。

③　金融商品に係るリスク管理体制
イ　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理
当社は、取引先ごとの期日管理及び与信管理を行い、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握

や軽減を図っております。
ロ　市場リスク（金利等の変動リスク）の管理
当社は、必要に応じて、金利条件の見直しや借換えを行うことで金利の変動リスクを管理しておりま
す。
ハ　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
当社は、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰り計画を作成・更新するとともに、取引
金融機関とのコミットメントライン契約の締結・手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理して
おります。

④　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することに

より、当該価額が変動することがあります。
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連結貸借対照表
計上額 時 価 差 額

長期借入金
（１年内返済予定の長期借入金を含む） 1,135,704 1,111,643 △24,060

時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金
(１年内返済予定の長期借入金を含む） － 1,111,643 － 1,111,643

⑵　金融商品の時価等に関する事項
2026年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり

ます。なお、市場価格のない株式等（連結貸借対照表計上額251,519千円）は、下表には含めておりませ
ん。
また、現金は注記を省略しており、預金、売掛金、買掛金及び短期借入金は短期間で決済されるため時価
が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

（単位：千円）

⑶　金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベ

ルに分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時

価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算

定に係るインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ

れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。
①　時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融商品
該当事項はありません。

②　時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融商品
（単位：千円）

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む）
長期借入金の時価については、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を

基に割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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当連結会計年度
一時点で移転される財又はサービス
一定の期間にわたり移転される財又はサービス

1,044,970
9,832,324

顧客との契約から生じる収益 10,877,294
その他の収益 －
外部顧客への売上高 10,877,294

６．収益認識に関する注記
⑴　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当社グループは、システム開発及びインフラ・セキュリティサービス事業を営む単一セグメントであり、
主要な顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、以下のとおりであります。

（単位：千円）

（注）契約における取引開始日から完全に履行義務を充足すると見込まれる時点までの期間がごく短い受注制作
のソフトウエアについては、代替的な取扱いを適用し、一時点で移転される財又はサービスの金額に含め
て記載しております。

⑵　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
連結注記表「１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等　⑷　会計方針に関
する事項　⑤　収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。
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当連結会計年度
顧客との契約から生じた債権（期首残高） 1,324,713
顧客との契約から生じた債権（期末残高） 1,348,177
契約資産（期首残高） 113,652
契約資産（期末残高） 106,595
契約負債（期首残高） 67,067
契約負債（期末残高） 57,570

⑴　１株当たりの純資産額 491円14銭
⑵　１株当たりの当期純利益 84円48銭
⑶　潜在株式調整後１株当たりの当期純利益 83円99銭

⑶　当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
①　契約資産及び契約負債の残高等

（単位：千円）

（注）契約資産は、主に受注制作のソフトウエアにかかる契約から生じる未請求の債権であります。契約資産
は、対価に対する当社グループの権利が無条件になった時点で顧客との契約から生じた債権に振替えられ
ます。
契約負債は、主に保守サービスに係る顧客からの前受金に関連するものであります。契約負債は、収益の
認識に伴い取り崩されます。
当連結会計年度に認識された収益の額のうち、期首現在の契約負債に含まれていた額は、37,900千円で
あります。

②　残存履行義務に配分した取引価格
当社グループにおいては、当初の予想契約期間が１年を超える重要な取引がないため、実務上の便法を

適用し、残存履行義務に関する記載を省略しております。また、顧客との契約から生じる対価の中に、取
引価格に含まれていない重要な金額はありません。

７．１株当たり情報に関する注記

８．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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( 2025年４月 １日から
2026年３月31日まで )

株主資本

純資産
合計

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本
合計

資本準備金 その他
資本剰余金

資本剰余金
合計

その他
利益剰余金 利益剰余金

合計繰越利益
剰余金

当 期 首 残 高 507,950 368,904 － 368,904 1,399,439 1,399,439 △155,604 2,120,690 2,120,690

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 423 423 423 － 847 847

剰余金の配当 － △153,905 △153,905 △153,905 △153,905

自 己 株 式 の
処 分 3,808 3,808 － 23,209 27,017 27,017

当 期 純 利 益 － 465,978 465,978 465,978 465,978

当期変動額合計 423 423 3,808 4,231 312,073 312,073 23,209 339,937 339,937

当 期 末 残 高 508,374 369,328 3,808 373,136 1,711,512 1,711,512 △132,395 2,460,628 2,460,628

株主資本等変動計算書

（単位：千円）

（注）金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

⑴　資産の評価基準及び評価方法
有価証券

関係会社株式　　　　　　　　移動平均法による原価法を採用しております。
その他有価証券

市場価格のない株式等　　　移動平均法による原価法を採用しております。
なお、投資事業有限責任組合への出資（金融商品取引法第２条第２項に
より有価証券とみなされるもの）については、組合契約に規定される決
算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純
額で取り込む方法によっております。

⑵　固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。ただし、2016年４月１日以降に取得した
建物附属設備については定額法を採用しております。
また、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物附属設備　　　　　　３～15年
工具、器具及び備品　　　３～15年

②　無形固定資産（リース資産を除く）
自社利用ソフトウエア　　　利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

③　リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法を採用してお
ります。

⑶　引当金の計上基準
①　賞与引当金　　　　　　　　　従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当事業年度に負

担すべき額を計上しております。
②　役員賞与引当金　　　　　　　役員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当事業年度に負担

すべき額を計上しております。
③　株主優待引当金　　　　　　　将来の株主優待制度の利用に備えるため、当事業年度末における株主優

待制度の利用見込額を計上しております。
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④　退職給付引当金　　　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の
見込額に基づき計上しております。

退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期
間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。

数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期
間以内の一定の年数（５年）による定額法により費用処理しておりま
す。
数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平
均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法により按分した
額を、それぞれの発生の翌事業年度から費用処理しております。

⑷　収益及び費用の計上基準
当社の顧客との契約から生じる収益は、主に子会社からの経営管理料及び業務委託料であります。経営管

理料及び業務委託料は、子会社との契約内容に応じた受託業務を提供することが履行義務であり、当該契約
に基づき一定期間にわたり収益を認識しております。

２．会計上の見積りに関する注記
会計上の見積りは、計算書類作成時に入手可能な情報に基づいて合理的な金額を算出しております。当事業

年度の計算書類に計上した金額が会計上の見積りによるもののうち、翌事業年度の計算書類に重要な影響を及
ぼすリスクがある項目は以下のとおりであります。

繰延税金資産の回収可能性
①　当事業年度の計算書類に計上した金額

繰延税金資産　　　　　149,411千円

②　会計上の見積りの内容について計算書類利用者の理解に資するその他の情報
「連結注記表　２．会計上の見積りに関する注記　⑵　繰延税金資産の回収可能性　②　会計上の見

積りの内容について連結計算書類利用者の理解に資するその他の情報」をご参照ください。
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短期金銭債権 81,623千円
短期金銭債務 1,695千円

当座貸越極度額及び
貸出コミットメントラインの総額 1,000,000千円

借入実行残高 300,000千円
700,000千円

営業取引による取引高 858,732千円
営業取引以外の取引による取引高

受取配当金 405,000千円

普通株式 216,060株

３．貸借対照表に関する注記
⑴　関係会社に対する金銭債権、債務

⑵　貸出コミットメントライン契約
当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行３行と当座貸越契約及び貸出コミットメントライン

契約を締結しております。当事業年度末におけるこれらの契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであり
ます。

４．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

５．株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度の末日における自己株式の種類及び数
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繰延税金資産
税務上の繰越欠損金（注） 61,537千円
子会社株式 71,822千円
株式報酬費用 7,233千円
資産除去債務 4,668千円
賞与引当金 4,311千円
株主優待引当金 3,917千円
退職給付引当金 2,965千円
未払事業税 2,078千円
その他 9,422千円

繰延税金資産小計 167,957千円
税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額（注） －千円
将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △18,546千円

評価性引当額 △18,546千円
繰延税金資産の純額 149,411千円

１年以内
１年超

２年以内

２年超

３年以内

３年超

４年以内

４年超

５年以内
５年超 合計

税務上の繰越欠損金

（※）
－ － － － － 61,537 61,537

評価性引当額 － － － － － － －

繰延税金資産 － － － － － 61,537 61,537

６．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（注）税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期限別の金額
（単位：千円）

（※）税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。
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種類 会社等
の名称

議決権等の
所有(被所

有)割合(％)

関連当事者
との関係 取引内容 取引金額

(千円) 科目 期末残高
(千円)

子 会 社 (株)ＳＩＧ 所有
直接 100.0

経 営 管 理
役 員 の 兼 任

経 営 管 理 料
業 務 委 託 料
の 受 取 ( 注 )

781,980 未収入金 76,516

⑴　１株当たりの純資産額 429円80銭
⑵　１株当たりの当期純利益 81円61銭

７．関連当事者との取引に関する注記
関連会社等

（注）経営管理料及び業務委託料の受取については、当社の運営費用及び業務内容を勘案して、両者協議のうえ
で決定しております。

８．収益認識に関する注記
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
個別注記表「１．重要な会計方針に係る事項に関する注記　(4)　収益及び費用の計上基準」に記載のとお

りであります。

９．１株当たり情報に関する注記

10．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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